
千葉県野田市の DV・虐待事件についての声明 

 

                               2019年 2月 13日 

NPO法人 全国女性シェルターネット 

 

全国女性シェルターネットは、1998 年、サポートシェルター等の運営を活動の柱とする

DV被害当事者の支援に関わる民間団体の全国ネットワークとして設立されました。  

現在６７団体がネットワークをつないでいます。 団体設立当初より、年１回の全国シンポ

ジウムを開催し、「配偶者からの暴力の防止および被害者の保護等に関する法律」の制定お

よび３次にわたる法改正と関連諸法の運用改善に取り組んでまいりました。女性と子ども

に対するあらゆる暴力の根絶を目指す立場から、千葉県野田市の少女が虐待死させられた

事件について、以下の通り表明いたします。  

 

一、この事件は典型的なＤＶ犯罪です。  

  ＤＶという暴力支配のある家庭では、直接・間接を問わず、家族の構成員すべてが暴力

支配にさらされます。 とくに、子どもの被害影響には深刻なものがあります。  

「ＤＶ家庭には虐待あり、虐待の陰にはＤＶあり」。 ＤＶと虐待をひとつながりのものとと

らえ、女性と子どもを連動して守る支援システムが必要です。  

 

一、ＤＶ被害の渦中にある当事者が、どのような心身の状況にあるかを理解する必要があり

ます。  

  ＤＶ被害は、別居や離婚など、支配の関係が変化するときに、最も過酷で危険な状況に

なることが知られています。 容疑者と妻は、一度離婚した後、再婚しています。以前にも

増して、ＤＶ支配が過酷になっていたことが容易に推察されます。 ＤＶ加害者は、妻が最

も大切にする子どもを痛めつけることで、支配と拘束を強めていきます。こうして、妻は子

どもの虐待を止めるどころか、加害者の手足となって子どもを監視せざるを 得ない状況に

おかれるのです。母親なのだから命に代えても子どもを守るべきだという神話は通用しま

せん。暴力支配下にある母親が子どもを守ることは至難の業なのです。 

 

一、糸満市、野田市の関係機関は、ＤＶ虐待事案としての緊急対応を含む連携をとるべきで

した。  

  糸満市と野田市双方の関係機関、学校、教育委員会、児童相談所、警察、市役所、医療

機関等は、ＤＶ被害に気がついていたにも関わらず、それぞれの立場からばらばらの対応を

したことによって、母親と子ども双方の支援を実現することができませんでした。 連携の

欠如が、子どもの命を奪ったのです。これらの機関が、必死に助けを求める子どもや女性の

声を封じてしまいました。 その責任は重大です。 暴力の現場から、まず、被害当事者を安



全な場所に保護することが何をさておいても命を守るための優先課題です。親族からの訴

えがあったとき、糸満市はＤＶ被害者としての母親に対して、迅速に支援を開始すべきでし

た。 同時に、子どもたちの安全を確保すべきだったのです。 国は、ＤＶ虐待事案への連携

対応マニュアルを作成し、周知・徹底するとともに、継続的な職員研修を実施する義務があ

ります。  

 

一、少女の母親は、まず、保護されるべきＤＶ被害当事者であり、決して逮捕されるべき容

疑者などではありません。  

加害者による全人格的な支配の下で服従するしかなかった被害者が、一方的に批難され

ることがあってはなりません。  

 

一、私たちは、今こそ国が、ＤＶ・虐待の根絶に向けて、ＤＶと虐待を一体のものとして対

応する支援システムの整備と、ＤＶ防止法の改正を含む抜本的な制度改善への着手を強く

求めます。 




